スライド条項 条文例集（ひな形）

	【はじめにお読みください】本資料の条文例は参考例です。実際にお使いいただく際は、個別の工事内容・取引関係・発注者との力関係に応じて、文言や基準値を調整する必要があります。そのまま貼り付けてのご使用はお控えください。本資料において「甲」は注文者（発注者）、「乙」は受注者を指します。



条文例①　全体スライド型
工期が長く、資材・労務費など工事全体のコストが全般的に変動する可能性がある工事向けの条文イメージです。

第◯条（請負代金額の変更・全体スライド）
1. 甲及び乙は、本契約締結後、賃金水準又は物価水準の変動により、本工事の請負代金額が著しく不適当となったと認めるときは、相手方に対し、請負代金額の変更を請求することができる。
2. 前項の請求は、契約締結日を基準日として、乙が別途甲に提示する資料に基づき算出した変動率が、あらかじめ甲乙間で定める割合を超えた場合に行うことができるものとする。
3. 前項の請求を受けた甲又は乙は、速やかに協議に応じるものとし、変更後の請負代金額は協議により定める。
4. 本条による請負代金額の変更は、残工事に係る部分についてのみ適用するものとする。


条文例②　単品スライド型
鋼材・銅・燃料など、特定の資材の急激な値上がりに絞って手当てしたい工事向けの条文イメージです。

第◯条（請負代金額の変更・単品スライド）
1. 本工事に使用する主要な資材（別紙記載のものをいう。以下「対象資材」という。）の価格が、契約締結時と比較してあらかじめ甲乙間で定める割合を超えて上昇した場合、乙は甲に対し、当該上昇分に相当する請負代金額の変更を請求することができる。
2. 前項の請求にあたり、乙は対象資材の価格変動を証する資料（見積書、単価表、公的統計等）を甲に提示するものとする。
3. 甲は、前項の請求を受けたときは、誠実にその内容を検討し、協議に応じるものとする。
4. 本条による変更額は、対象資材の値上がり分に限定し、他の費目には影響しないものとする。


条文例③　協議＋スライド併用型
どのタイプが合うか判断がつかない場合、まずはこの併用型から契約書に組み込むのが実務的です。

第◯条（資材価格等の変動に伴う請負代金額の協議）
1. 乙は、本契約締結後、資材価格又は労務費の高騰により工事原価が増加するおそれがあると認めるときは、その旨を書面（電磁的方法を含む。）により甲にあらかじめ通知することができる。
2. 前項の通知後、実際に資材価格又は労務費が高騰し、請負代金額が不適当となったと乙が判断したときは、乙は甲に対し、請負代金額の変更協議を申し出ることができる。
3. 甲は、前項の申出を受けたときは、正当な理由なく協議を拒んではならず、誠実に協議に応じるものとする。
4. 協議が調わないときの取扱いについては、甲乙別途協議のうえ定める。


盛り込むべき5つの要素（チェックシート）
どのタイプを選ぶ場合でも、次の5要素を具体的に定めておくと「実際に使える」条項になります。右列は自社の契約書に落とし込む際のメモ欄としてお使いください。
	要素
	内容
	自社契約書への記入メモ

	① 基準となる指標
	何をもって「値上がり」と判断するか（公的な物価指数、資材メーカーの単価表、見積書など）
	

	② 発動ライン（変動幅）
	どの程度変動したら協議・変更請求ができるのか
	

	③ 請求手続と協議
	誰が、どんな資料をつけて、どう申し出るか。相手方の対応義務（誠実協議など）
	

	④ 基準日・起算日
	契約締結日など、変動を測る「基準となる時点」をいつにするか
	

	⑤ 上限・端数処理
	変更額に上限を設けるか、端数はどう処理するか
	



背景：改正建設業法と契約書
改正建設業法により、2024年12月13日施行分から「資材高騰時の請負代金の変更方法」を契約書に定めておくことが法定記載事項の一つになりました（建設業法第19条第1項関係）。
公共工事標準請負契約約款には物価変動等に基づく請負代金額の変更（いわゆるスライド条項）が置かれていますが、民間工事では自社の契約書に定めがあるかどうかがすべてです。
発動基準となる変動幅（％）や算定方法は、発注者・契約類型ごとに運用が異なります。最新の内容は一次情報（国土交通省等の公表資料）をご確認ください。






	【ご注意（免責・業務範囲）】本資料は2026年7月時点で確認できる公開情報をもとに作成した一般的な情報提供であり、個別の事案に対する法的助言ではありません。当事務所が行うのは契約書・変更覚書の作成までです。スライド条項発動後の金額交渉の代理、紛争性のある案件の対応は行っておりません（紛争性のある案件は弁護士をご案内します）。本資料の著作権はやさしい行政書士事務所に帰属します。



契約書へのスライド条項の組み込み・変更覚書の作成は、お気軽にご相談ください
やさしい行政書士事務所（代表行政書士　宮本 雄介）
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